
第１号様式（第２条関係）

年 月 日

山梨県知事 殿

届 出 者

号

( 0 5 5 ) 2 2 3 － 1 7 3 1

次のとおり従業者に変更がありましたので、山梨県宅地建物取引業法施行細則第２条の規

定により届け出ます。

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

備考 １ 「宅地建物取引業の業務に従業する者」には、代表者、役員、専任の宅地建物取引士、その

他営業に従事する者のほか、一般管理部門に属する者及び補助的な事務に従事する者を含む

ものとする。

２ 「従業者証明書番号」欄は、宅地建物取引業法第48条第1項の証明書の番号を記入すること。

３ 「主たる業務」欄は、代表者、経理、営業等の業務内容を記入する。また、専任の宅地建物

取引士については、併せて専取と記入すること。

４ 「宅地建物取引士の資格の有無」欄は、有無に○をし、（　）に登録番号を記入すること。

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

変　更
年月日

桃園　貴陽 H4.11.22 主たる事務所 260902 営業、経理 就任 R8.9.20
有 無

電 話

従 業 者 変 更 届 出 書

氏　　名 生年月日 事務所
従業者証
明書番号

主たる
業　務

宅地建物取引士
資格の有無

変更事項

事務所所在地 山梨県甲府市丸の内１丁目６番１号　本ビル３階

商号又は名称 甲州不動産

代 表 者 氏 名 甲州　和雄

令和 ８ １０ １

免 許 証 番 号 山梨県知事( 1 )第 3002

記載例（個人）

・最初の４桁は宅建業に従事することになった年月

・次の２桁は宅建業に従事する者、免許当初から雇用した連番となる。

・本店から支店へ異動、又はその逆の場合であっても、従業者証明書番号は

そのまま引き継ぐ

・以前勤務していた人が復帰した場合は、新しく付番する（末尾も）。

・新規採用の場合は、免許申請の月を採用月とする。


